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ルールメイキングとは

ルール作りを⽀配しなければ、技術で勝っても勝負に負ける。

試験条件 IEC62552-３：2007
扉の開閉 行わない
水などの負荷 投入しない
周辺温度 １条件（25℃±1℃）

消費電力の評価

IEC62552-３：2015
行う
投入する
2条件（32℃±0.5℃及び
16℃±0.5℃）

日本提案
により改正

（例）JISをベースとした冷蔵庫の
「省エネ性能」の評価方法の国際規格

日本製＜EU製日本製＞EU製

EU製日本製

省エネ !!省エネ !!

ルールメイカー への転換が重要！

○ 適正なルールになるように、自らに積極的にルール（規制、規格、ガイドラインなど）の形成に
取り組むこと。

○ ルールには、規制（Regulation）と 標準（Standard）が存在。



ルールメイキングの事例

建築基準法 第３７条
建築物の基礎、主要構造部その他安全上、防火
上又は衛生上重要である政令で定める部分に使
用する木材、鋼材、コンクリートその他の建築材料と
して国土交通大臣が定めるもの（以下この条にお
いて「指定建築材料」という。）は、次の各号のいず
れかに該当するものでなければならない。

一 その品質が、指定建築材料ごとに国土交通大
臣の指定する日本産業規格又は日本農林規
格に適合するもの

危害要因の洗出し
危害管理上重要な工程（CCP）の決定
CCPの危害管理基準の設定
CCPモニタリング・改善措置・レビュー など

食品安全マネジメントシステム規格

標準規制 標準 Standard

民間主導国主導



●乾電池

浮 標準（Standard）とは、関係者が利益を受けられるようにモノ、サービス、取組などを一定の
範囲に揃えるためのルール。

浮 標準化とは、標準を確立するための活動。
浮 品質や仕様、工程や方式を揃えることにより、生産効率の向上、適切な品質の確保、互換

性の確保、情報の伝達・相互理解の促進に寄与。

標準（Standard）とは

種まき前２年以上は
化学肥料・農薬を使用
しない など

●有機農産物

●ウール製品

●集成材

●食品安全管理

寸法（単１形：高さ61.5mm、直
径34.2mm）、電圧、寿命 など

曲がり・反り・ねじれ（1mm/m以下）、
接着性能、ホルムアルデヒド放散量、含
水率 など

羊の新毛の割合（99.7%以上）、伸縮
性、染色堅牢度 など

 危害要因の洗出し
 危害管理上重要な工程（CCP）の決定
 CCPの危害管理基準の設定
 CCPモニタリング・改善措置・レビュー など



JASとは（Japanese Agricultural Standard）

障害者が生産行程に
携わった食品及び観賞用の植物

しょうゆ

 しょうゆの種類ごとに色度、
全窒素分などの品質基
準を規定

 日本の食文化を代表す
る調味料であり、古くから
あるJASの一つ

障害者が携わって生産し
た生鮮食品及びこれらを
原材料とした加工食品並
びに鑑賞用の植物につい
て、その生産方法及び表
示の基準を規格化

○ 食品・農林水産分野において農林水産大臣が定める国家規格
○ 国内市場に出回る食品・農林水産品の品質や仕様を一定の範囲・水準に揃えるための基

準の他、競争力の強化に向け、事業者や地域の創意工夫を活かして多様な価値・特色を戦
略的に「見える化」するための基準も存在



JASのあゆみ（守るべきルールから利用したいツールへ）

・H29のJAS法改正により、より活用しやすいJASに。
・国家規格であることのブランド、第３者認証による信頼性確保。

従来は粗悪品の排除等、
守るべきルールとして存在昭和25年 JAS法制定（JAS制度の創設）

平成5年 生産方法に特色のあるJASが制定できるよう改正

平成11年 有機JAS制度導入

平成17年 流通方法に特色のあるJASが制定できるよう改正

平成29年 JASの対象を取扱方法（サービス等）、試験方法、
用語等にも拡大。JAS案を提案しやすくする手続きの整備

JASマーク

有機JASマーク

特色JAS
マーク

平成25年 品質表示基準を食品表示法へ移管

昭和45年 品質表示基準制度導入

令和４年 有機JASへ有機酒類を追加

試験方法JAS
マーク

JASの特徴



JAS制度で定められる規格の種類
○ JASは、①産品の品質・仕様、②産品の生産・流通プロセス、③事業者による産品の取扱方

法、④事業者の径営管理の方法、⑤産品の試験方法、⑥これらに関する用語など、多様な規
格を制定可能。

○ 規格に適合していれば、産品、広告等、試験証明書にJASマークの表示が可能。

対象 内容（例） JASマーク

産品
（モノ）

品質・仕様 特定の原材料、成分等の農林水産品・食品の規格

生産プロセス
流通プロセス

特定の栽培法・製法で生産された農林水産品・食品
の規格 など

事業者
取扱方法

特定の栽培管理や飼養管理、品質・衛生管理、保
管・輸送管理、販売管理、料理の調理や提供方法の
規格、官能評価員や技量・力量に関する規格 など

経営管理
方法 事業者による労務管理、社会貢献に関する規格など

⑤試験方法 成分の測定方法・DNA分析方法の規格 など

⑥用語 ①～⑤に関する用語の定義 ―

①

②

③

④

登録試験所A
証明書

α含有量 1

産品に表示

管理JAS
認証取得!!

○×運輸

鮮度便

鮮度維持！

広告等に表示

試験証明書
に表示



一次産品 二次産品

農林水産・食品分野

官能的な味、食感を重視 仕様、性能を重視

標準化における農林水産・食品分野の特徴

工業分野



ビジネスにおける競争力強化と標準化

このとき活用できるのが 標準化

・企業秘密の製法をオープンせずに、商品の宣伝をしたい
・技術力の高さをPRしたい
・自社製品の良さをデータで示したい
・市場が未成熟の新しい製品・技術を普及したい
・SDGsに配慮している産品であることをアピールしたい
・海外マーケットで信頼を得たい

皆さんのビジネスで、このようなお悩みはありませんか？

品質や技術力を 「見える化」 することが必要



標準化を使うと、、、

ビジネスにおける競争力強化と標準化

○企業秘密の製法をオープンせずに、商品の宣伝をしたい
→商品に求められるスペック等を規格化し、普及させる

○技術力の高さをPRしたい
○自社製品の良さをデータで示したい
→標準化された試験方法で試験した結果を使ってPRする

○市場が未成熟の新しい製品・技術を普及したい
→新しい製品・技術の定義、基準を規格化し、
規格を足がかりに普及させる

○SDGsに配慮している産品であることをアピールしたい
→SDGsに配慮した産品の生産プロセスを規格化し、
規格を足がかりに普及させる

○海外マーケットで信頼を得たい
→海外で信頼のある規格の認証を取得する

例：
大豆ミートJAS
(大豆たん白質含有率10%以上)

例：
SDGs鶏卵・鶏肉JAS

例：有機JAS、NOP有機認証、EU有機認証

例：
きのこのオルニチンの含
有量をJASで規定され
た試験方法で評価

例：ノウフクJAS



標準化のメリット・デメリット

経済産業省 基準認証政策課の資料をもとにFAMIC作成

ノウフクJAS等

従来の丸JAS等
オープン・クローズド戦略



戦略的にJAS化の検討を行った事例（ノウフクJAS）

ノウフク生鮮食品

ノウフク加工食品
原材料

加工
食品

例 障害者が除草、収穫に携わった場合（いちご）

定植 除草 収穫 調整

このいちごは除草と収穫の作業
に障害者が携わりました。

農福連携

〈問合せ先〉
Tel：XXX-XXXX

農福連携
いちご（○○県産）回答

イメージ

ノウフク ・・・・・
・・・・・

・・・・
・・・・

ノウフクいちご
使用

ノウフクとは、障害者が農林
水産業における生産行程
に携わる取組みのことです。

名称 いちごジャム
原材料名 いちご、砂糖
内容量 300g
賞味期限 ・・・・
保存方法 ・・・・
製造者 °°株式会社

農福連携

ノウフクJASの活用状況

R1年度 R2年度 R3年度

認証事業者(数) 10 15 34

ノウフク生鮮食品
の格付数量(kg) 16,458 152,540 782,253

ノウフク加工食品
の格付数量(kg) 284 919 1,874

ノウフク

ノウフク

R6年の改正で
観賞用の植物にも適用範囲を拡大



戦略的にJAS化の検討を行った事例（プロバイオポニックスJAS）

新技術（プロバイオポニックス技術）の確立
によって、水中でもバイオマスを硝酸まで分解
できる微生物を培養可能

プロバイオポニックス技術による養液栽培
（養液栽培＋バイオマス）
・バイオマスを硝酸まで分解し、肥料として利用可能
・窒素源である化学肥料を削減可能

プロバイオポニックス技術の概要

技術は開示しつつ、
商業規模で展開する
ためのノウハウ等につ
いては、クローズ化

従来の養液栽培（養液栽培＋化学肥料）
・水中では有機物（バイオマス）をアンモニアまでしか分解できない
・窒素源として化学肥料を使わざるを得ない

（バイオマス）



JASの広報活動の紹介

出典：NIPPON FOOD SHIFT FES. 東京 2024



JASの広報活動の紹介（11月はJAS普及推進月間！）

出典：農林水産省 基準認証室



JASの広報活動の紹介（農林水産省広報誌「aff」に特集記事を掲載！）

出典：農林水産省

詳しくはこちらの農林水産省
HPをご覧ください



JAS協会の広報活動の紹介①

ＪＡＳ協会の普及啓発活動 ①
ＪＡＳ協会の活動 食育推進全国大会への出展

食育に関する理解と関心を深めるためのイベントに毎年出展しています。

2024年6月
於：大阪市

イベントには2日間で約30,000名のご来場があり、ＪＡＳ協会ブースも大いに賑わいました。



JAS協会の広報活動の紹介②

ＪＡＳ協会の普及啓発活動 ①
ＪＡＳ協会の活動 さがそうＪＡＳマーク

夏休みの子供たちを対象に、ＪＡＳマークを見つけて報告す
るプレゼント企画でＪＡＳに親しむ機会をつくっています。

プレゼントは、
図書カードと
ＪＡＳグッズ



JAS協会の広報活動の紹介③

ＪＡＳ協会の普及啓発活動 ①
ＪＡＳ協会の活動 情報誌「ＪＡＳと食品表示」

ＪＡＳをはじめとする農林水産省関係の規格や、食品表示制度に関する関
係省庁の検討状況などの最新の情報を毎月お届けしています。

詳しくは、
ＪＡＳ協会ＨＰを

ご覧ください



JASの提案から制定までの流れ

J
A
S

調
査
会
に
よ
る
審
議
・
議
決FAMICのサポート

規
格
化
の
事
前
相
談

JAS原案の検討

課題の共有
目標の設定
情報・データ収集
規格内容の調整
申出書類の準備 等

申出者、利害関係者、学識経験者、
農水省、FAMIC など J

A
S

原
案
の
申
出

J
A
S
の
制
定
・
公
示

パ
ブ
コ
メ
・
事
前
意
図
公
告

プロジェクトチーム

【例】 ①「JASの制定・見直しの基準」を満たすJAS原案作成のサポート
②JAS化に向けたプロジェクトチームの立上げのサポート
③関係者間の意見調整のサポート
④JAS原案の提案に係る事務手続きのサポート

申出者として出席
（背景などの説明）

申出までの所要時間目安
 通常1年半～2年半程度
 試験方法などはもう少し長

くなる場合あり
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JASの提案から制定までの流れ（相談・問い合わせ先）

本部 規格調査部 規格調査課
TEL：０５０－３７９７－１８４６
shohin_mailbox@famic.go.jp

札幌センター 規格検査課 仙台センター 規格検査課
TEL：０５０－３７９７－１７６０ TEL：０５０－３７９７－１８９０

横浜事務所 規格検査課 名古屋センター 規格検査課
TEL：０５０－３７９７－１８８０ TEL：０５０－３７９７－１８９８

神戸センター 規格検査課 福岡センター 規格検査課
TEL：０５０－３７９７－１９０９ TEL：０５０－３７９７－１９２５

JAS制定等に関する申出相談窓口
http://www.famic.go.jp/syokuhin/jas/soudan

FAMIC ファミック
（独）農林水産消費安全技術センター

mailto:shohin_mailbox@famic.go.jp
http://www.famic.go.jp/syokuhin/jas/soudan


農林水産省の予算事業①

＜対策のポイント＞
社会的課題に対応する農林水産・食品分野の国際標準化の議論に積極的・戦略的に関与する取組を実施するとともに、社会的課題への対応に寄与する

新たなJAS等の規格の活用・啓発に向けた取組や、これらの分野の新規規格の制定等を推進します。

＜事業目標＞
○ 農林水産・食品分野において我が国が強みを有する技術・取組を国際標準に反映
○ JAS規格の制定件数（91件［2023年］→100件［2030年］ ）

＜事業の内容＞ ＜事業 イ メ ー ジ＞
１．国際標準の議論への積極的・戦略的な関与
① 国際標準化機構（ISO）における「スマート農業」に関連する国際標準化の議

論の動向を把握し、我が国の強みのある分野における新たなJASの制定や
ISO提案についての戦略を検討します。

② ISOにおける国際標準化の議論に積極的・戦略的に対応するため、ISOに新た
に設置されたスマート農業関連の専門委員会等に対応するための国内委員会を
設置し、国内体制を整備します。

２．社会的課題に対応する規格等の活用・普及推進調査事業
① 持続可能な食料システムに貢献するJAS等の規格について、認証製品の取扱
いの具体的な意義等について事例収集し、これらの規格の認知度向上・普及の
ための素材を作成します。

② ①の素材を活用したセミナー等を通じて、流通・小売業者等に規格の意義や効
果等をPRする取組を行います。あわせて、規格の認証事業者やその製品を取り
扱う流通事業者等が、消費者に対しこれらの規格をPRする取組を推進します。

③ 生産者・食品事業者を対象として、規格・認証の意義・機能・効果等を理解し、
普及できる人材の育成のための研修会を実施します。

④ 社会的課題への対応に寄与する新規規格のニーズ・シーズを収集するとともに、
それを踏まえた新規規格の制定等の取組を推進します。

［お問い合わせ先］大臣官房新事業・食品産業部食品製造課基準認証室（03-6744-2098）

社会的課題に対応する農林水産・食品分野の国際標準化・規格活用推進事業
【令和７年度予算概算要求額 15（14）百万円】

＜事業の流れ＞
国 民間団体等

委託

優良事例の収集
普及素材の作成

研修会による普及・啓発、
各社でのPR

２.

スマート農業

国
際
標
準
化
の
議
論

戦略の検討

ニーズ・シーズ収集
新たなJAS制定

ISO

１.

日
本
の
意
見
の
反
映

国
際
標
準
化
の
動
向
を
把
握

出典：農林水産省 基準認証室



農林水産省の予算事業②

＜対策のポイント＞
輸出拡大に向けた環境を整備するため、輸出実績の向上に貢献するJAS等の国際標準化や農業・食品産業分野における国際標準の活用に向けた体制
整備等を推進します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業 イ メ ー ジ＞

１．ISO及び諸外国の国際標準化状況調査
ISOや諸外国の国際標準化の状況や、新たにJASを制定すべき分野、ISO提案を

行う分野について調査を実施し、新規JAS及び国際標準化の検討を行います。

２．国際規格の制定等
JAS等の国際標準化に向け、国際標準化戦略の検討、技術的データの収集、関係

者間の合意形成、海外との調整・調査等を実施します。

３．国際標準化等にかかる専門人材の育成
民間企業等において、国際規格文書の作成・解釈や国際会議での交渉に精通した

専門人材を育成するための高度な研修を実施します。

4．国際規格認証に向けた体制整備
農業・食品産業分野における日本発の国際規格を輸出力の強化に結び付けるため、

当該国際規格の普及・認証体制整備を行います。

＜事業の流れ＞

国 民間団体
等

委託

［お問い合わせ先］大臣官房新事業・食品産業部食品製造課基準認証室（03-6744-2096）

○ 民間の取引条件等の課題を解決
○ 輸出拡大に向け、規格に既に合致している我が国産品をそのまま市場

に出せる環境を整備

○ 輸出実績の向上に貢献するJAS等の国際標準化や農業・食品産業分
野における国際標準の活用に向けた体制整備等を推進

4．国際規格認証に向けた体制整備

国際標準の戦略的活用

JAS等をベースとした国際標準化の推進

１．ISO及び諸外国の国際標準化状況調査
２．国際規格の制定等
３．国際標準化等にかかる専門人材の育成

国際標準化活動の
実践

農林水産物・食品の
輸出環境整備

【令和7年度予算概算要求額 36（36）百万円】

 農林水産業・食品産業に国際標準化のノウハウ・経験を蓄積
 業界による積極的な国際標準化、国際規格の活用の促進

グローバル産地づくり推進事業のうち
JAS等の国際標準化による輸出力強化委託事業

出典：農林水産省 基準認証室



農業・食品産業分野における国際標準化の意義

出展：「食料・農業・農村基本法 改正のポイント」令和6年8月農林水産省



 品質の平準化
（粗悪品の排除）

 食品・農林水産品の品質

 B to C ＋ B to B

 国内市場を想定

 役所主導の規格化

従来のＪＡＳ制度

○ これまでのJASは、市場に出回る食品・農林水産品の品質を一定の範囲に揃える「平準化」を目的とする制度。ビジ
ネスでは、産品の品質を「見える化」し、サプライヤーの説明・証明の後ろ盾、バイヤーの判断材料に。

○ 他方、食品・農林水産品をめぐっては、近時、新たな課題。
① 品質が総じて向上する中、市場のニーズは品質以外の価値・特色にまで多様化
② 海外展開が課題となる中、食文化や商慣行が異なる海外の取引相手に馴染みのない日本産品の品質や特色、
事業者の技術や取組などを説明・証明していく機会が増大。

○ これからのJASは、食品・農林水産分野の競争力の強化に向け、事業者や産地の創意工夫を活かして多様な価
値・特色を戦略的に「見える化」し「差別化」にも活用し易い枠組みに。これを足掛かりとする国際化も推進。

ＪＡＳ (Japanese Agricultural Standards ; 日本農林規
格)

 こいくちしょうゆのJAS例
◆原材料：大豆、麦、食塩等のみ
◆全窒素分：1.50％以上(特級)

1.35%以上(上級)               
1.20%以上(標準)

市場ニーズ
の多様化

海外取引の
機会増大

 品質の平準化
＋事業者や産地の差別化・ブランド化

 食品・農林水産品の品質・仕様
＋生産方法、事業者の取組、試験方法等

 B to C ＋ B to B

 国内市場
＋海外市場も視野、国際化も指向

 事業者・産地からの提案を官民連携で規格化

新たなＪＡＳ制度

農業・食品産業分野における国際標準化の意義



農業・食品産業分野における国際標準化の意義

JASのまま
海外において
浸透・定着

Codex規格
・ コーデックス委員会

（FAOとWHOによる政府間組織）
・ 参加国間での議論を通じ合意形成
・ 食品安全に関する規格基準の他、食品

安全以外の規格（表示、一次産品等）

ISO規格
・ 国際標準化機構
（各国の代表的標準化機関からなる組織）

・ 多数決
・ 食品を含めた多様な製品、性能評価、
マネジメントシステムなどの規格

国際的に通用するものを
積極的に取り込み

日本独自の価値・ルールを
日本ブランドとして海外へ訴求

（例）バチルス属を使って発酵させた
大豆製品（納豆等）の地域規格

（例）災害食の品質要求事項
（2023年10月新規作業項目として承認）

（例）ハム・ソーセージのJAS認証品
が東南アジアで贈答品に選好

国
際
化

国
内
規
格

・日本のモノ・技術の独自性をアピールし
たい場合（産品の差別化など）
・他国との調整に伴う独自性の希薄化を
避けたい場合

日本独自の価値・ルールを
世界共通の規格として標準化

・日本のモノ・技術を国際的に広げ一般化したい場合
（粗悪品の排除、互換性の確保、市場全体の拡大など）
・日本のモノ・技術について国際的に共通の「モノサシ」を作り、自らの
優位性を強調したい場合（性能評価方法など）

JAS品質 試験方法

生産方法

〇 食品・農林水産品の輸出力強化が課題となる中、海外との取引を円滑に進めるためには、日本の事業
者にとって取り組みやすく有利に働く規格の制定・活用を進めるとともに、その国際的な認知度・影響力
を高めていくことが不可欠。

〇 そのための手法としては、①日本発の規格であるJASと調和のとれた国際規格を制定する手法、②日本
発の規格であるJASそのものを海外において浸透・定着させる手法があり、それぞれの規格ごとに、規格
の目的や対象、影響力、実現可能性等を勘案した上で、戦略的に選択していくことが重要。



農業・食品産業分野における国際標準化の意義

○ 国際標準化機構（International Organization for Standardization, ISO)

○ スイスのジュネーブに本拠地を置く、法人格を有する非政府組織。

○ あらゆる分野（電気・電子、通信分野を除く）の国際規格（IS: International Standard）を発
行する、国際標準化機関。

○ ISOの目的
（１） 国家間の製品やサービスの交換を助けるために標準化活動の発展を促進する
（２） 知的、科学的、技術的、経済的活動における国家間協力を発展させる

○ １カ国１機関のみが会員となれる。各国におけるもっとも代表的な国家標準機関が、会員団体、通
信会員、購読会員のいずれかで加入。

○ 我が国は閣議了解に基づき1952年に、日本産業標準調査会（JISC：Japanese Industrial 
Standards Committee）が会員団体としてISOに加入。

※ JISC: ①JISの制定・改正等や②国際標準化機関に日本の代表として参加する経済産業省の審議会。

○ 組織の主な財源は、会員団体からの会費収入（著作権料を含む）と出版物の販売収入

ISOとは

参照：(一社)日本規格協会 2019事業概要



ISOにおける規格策定プロセス【ISの場合】

STAGE 1 国際規格案の提案（NP）

STAGE 2 WG内での検討（WD）

STAGE 3 TC/SC内での検討（CD）

STAGE 4 全加盟国への意見照会（DIS）

STAGE 5 最終国際規格案の正式投票（FDIS）

STAGE 6 国際規格の制定（IS）

TC/SCのPメンバーのコンセンサス

作業グループのコンセンサス

TC/SCで投票したPメンバーの2/3以上賛成
かつ、５か国以上から専門家推薦

TC/SCで投票したPメンバーの2/3以上賛成
かつ、反対が投票総数の1/4以下

対象：TC/SCのPメンバー
及びOメンバー

対象：Pメンバーが指名し
た専門家

３年
(標準)

対象：TC/SCのPメンバー
及びOメンバー

TC/SC
内

ISO
全体

関連文書の名称 略称

新業務項目提案
New work item proposal NP

作成原案
Working draft WD

委員会原案
Committee draft CD

国際規格案
Draft International 
Standard

DIS

最終国際規格案
Final draft International 
Standard

FDIS

国際規格
International Standard IS

参照：ISO/IEC専門業務用指針第１部

※CDは省略可能。
※FDISは原則省略
（選択制）

２か月翻訳期間＋
３か月投票期間

２か月投票期間
TC/SCで投票したPメンバーの2/3以上賛成
かつ、反対が投票総数の1/4以下



○ 鮮度評価指標であるK値を測定するための試験方法について、妥当性を確認した上で規定。
○ 破砕した試料に過塩素酸希釈液を加え，ATP関連物質分解酵素を失活させるとともにATP関連物質を

抽出。高速液体クロマトグラフで試料溶液中のATP関連物質を測定、各物質の含有量からK値を算出。

【試料調製～測定手順】

試験用試料に氷冷した
過塩素酸希釈液を添加

ホモジナイザーでかき混ぜ、
ATP関連物質を抽出

pHを調整し、氷冷した後、
フィルターでたんぱく質を除去

高速液体クロマトグラフで
ATP関連物質の含量を測定

測定したATP関連物質の
含有量から試料のK値を算出

ATP関連物質の抽出において、遠心
分離等の処理が不要な簡便化され
た方法のため、迅速かつ容易に実施
できる。

K値とは
主に水産物に関する科学的な鮮度評価指標。
死後時間経過に伴って増加する、魚類筋肉中に含まれるエネル

ギー成分であるATP関連物質の含有量を測定して算出。

市場に流通するほとんどの魚種
に適用可能。
さらに、未凍結品及び凍結品の
いずれにも適用可能。

魚類の鮮度（K値）試験方法

体側筋を
採取

表皮、血合い
を除き破砕

特殊な装置・器具・試薬を
必要としないため、公設試
験所等も対応可。 一般的な装置

（高速液体クロマトグラフ）

抽出用容器

容易に入手できる
試薬のみ



「災害食の品質要求事項」のISO規格化による輸出への貢献

現状及び課題 国際規格化による効果

 避難状況に応じた食料⽀援、要配慮者への対応、栄養状態等に
課題があり、長期保存のみならず、多様なニーズに応じた災害時の
食対応が必要に。

 我が国は、地質、気象などの自然的条件から、地震等の災害が発
生しやすい国土。世界的に見ても日本の災害発生割合は非常に
高く、古くから防災のための技術、知識が蓄積されているところ。

（参照：内閣府平成26年版防災白書）

地震回数（M6.0以上）
（平成15年～25年）

活火山数 災害被害額
（億ドル）

日本
18.5％

世界
1,758

世界
1,551

世界
24,030

日本
7.1％

日本
17.5％

 国内には、世界に先駆けた災害食の民間認証制度が存在。各国
防災の取組貢献に向けた、本制度に沿った備蓄のシステムとそれに
資する加工食品の海外普及促進のためには、国際規格化（ISO
規格化）が有効。

 日本災害食認証制度
食品安全、災害に適した食品基準を規定

 おもいやり災害食認証制度
上記基準に要配慮者毎の基準を追加

各国における関心の高まりも背景
に、我が国に優位な市場を形成
するため、国際規格の制定に向
けた取組が進められている。

 国際規格により、我が国産品
の付加価値が見える化され、
海外における取引増加に寄与

 国際規格により、災害対策の
仕組みとして備蓄習慣を海外
に普及することが可能となり、
災害食としての国際マーケット
が拡大

国際的な災害食市場の拡大と我が国産品の優位性が
向上することにより、輸出増に寄与

我が国の食品加工・品質管理・評価技術を世界に展開

・日本が他国に先駆けて2021年に
災害食ISO委員会を設置し、検
討を開始。

・2023年７月
ISO/TC34（食品）に
「災害食の品質要求事項」を
新たに規格開発する新作業項目
として提案。

・2023年10月
各国からの投票の結果、
賛成多数により承認されたことから、
2024年１月より、ISOのWGで
規格内容の検討を開始。

・災害食の民間認証の基準をベー
スとし、災害食の品質、安全性、
保存性等最低限備えるべき条件
と、様々なニーズに応じるための任
意の追加要件のISO化に向けて
取組が進められている。

戦略的な規格策定



農業・食品産業分野における国際標準化の意義



世界に広がるJASマーク

出典：農林水産省HP



みそ

○ 海外市場において、みそを模した海外製品が、日本のみそと区分なく販売されており、安価な海外製品と
の競争を強いられている状況。

○ 一方、 国際規格であるCodex規格では、日本のみそを含むアジア地域の様々な大豆発酵食品が「発
酵大豆ペースト」規格として存在。

○ 国内で生産される米みそ、麦みそ、豆みそなどの多様なみそを網羅した、我が国独自の伝統的な生産方
法を規格化することにより、次の効果が期待。
 日本のみその海外市場における競争力の強化及び海外への輸出拡大に期待。

 こうじ菌について、
「Aspergillus oryzae」に限定。

 こうじについて、「ばらこうじ」又は
「豆こうじ」に限定。

※海外ではAspergillus oryzae以外
のこうじ菌を使用し、こうじの性状とし
て「餅こうじ」を使用。

規格等の内容

米みそ/麦みそ

大豆

食塩

ばらこうじ

こうじ菌
Aspergillus 

oryzae

混合・発酵・熟成

培養蒸煮

蒸煮・潰す

接
種

培養

米 / 麦
（大麦又ははだか麦）

大豆 豆みそ
豆こうじ

食塩

培養蒸煮

接
種

混合・発酵・熟成

海外では、ケカビ、
クモノスカビ等の
様々な微生物を
利用

海外では通常、餅こうじ（穀物
（米、麦等）を粉砕し、固めた後、
微生物を繁殖させたもの）を使用



有機認証制度の同等性
○ 諸外国の多くは、「有機」の名称表示を規制。

（その国・地域の有機認証を受けた産品でなければ「有機」 と表示できない）
○ 一方、国家・地域間で有機の認証体制等について「同等性」が認められれば、他国・地域の有機認証

を自国・地域の有機認証と同等のものとして取り扱うことが可能。これを 「有機同等性」 という。
○ 日本について有機同等性を承認した国・地域（令和６年１月１日現在）

○ 豪州、NZなど、日本の有機制度に基づく有機食品であれば輸出可能な国もある（有機同等性の承
認は不要）。

日本 外国 organic有機

醤 油
醤 油

輸出先国の有機認
証を取得する負担な
し！

有機同等性が締結されている場合

農産物 農産物加工食品
（酒類を除く） 酒類 畜産物及び

畜産物加工食品
米国 〇 〇 ― 〇

EU 〇 〇 ― ―

カナダ 〇 〇 〇 〇

台湾 〇 〇 〇 ―

英国 〇 〇 ― ―

スイス 〇 〇 ― 〇

JAS認証のみで
輸出可



有機食品の輸出数量の推移

○ JAS規格の対象に有機酒類を追加。
有機酒類の認証に関する同等性を海外の主要市場国の政府と締結し、有機酒類の輸出を拡大。

有機食品の輸出数量の推移

 有機同等性を利用した有機食品の輸出数量は、
2010年の約40トンから2020年には約2,600トンに
大幅増加。

品目

慣行製品を含む総量 有機製品

国内生産
量 輸出量

国内生産
量に占め
る輸出量
の割合

国内生産
量 輸出量

国内生産
量に占め
る輸出量
の割合

茶 82,000 t 5,108 t 6% 4,810 t 891 t 19%

しょうゆ 740,238 kl 36,897 kl 5% 4,181 t 534 t 13%

みそ 481,671 t 18,105 t 4% 2,301 t 173 t 8%

清酒 491,799kl 24,928kl 5% 466kl 74kl 16%

【慣行と有機】有機同等性を利用した主要な輸出品目及び
酒類の国内生産・輸出量について

 有機酒類は、有機同等性を利用した主要輸出3品目（茶、
しょうゆ、みそ）と同様に、国内生産に占める輸出量の割
合が高く、有機酒類の輸出ニーズは高い。

※慣行製品を含む総量：茶、清酒は2019年、しょうゆ、みそは2019年度の実績
有機製品：茶、しょうゆ、みそについて、国内生産量は2019年度、輸出量は2019年の実績。

清酒は2019年の実績。

出典：（茶）国内生産量；農林水産省「作物統計」、輸出量；財務省貿易統計
（しょうゆ）国内生産量；食品産業動態調査、輸出量；財務省貿易統計
（みそ）国内生産量；食品産業動態調査、輸出量；財務省貿易統計
(清酒）国内生産量・輸出量；酒税課税状況表（速報・毎月更新）、財務省貿易統計

対応策



有機認証制度の同等性



アンケート終了後、「×」ボタンを押してご退出ください。

アンケートへのご協力
よろしくお願いいたします。

設問１～４まで回答いただき、
送信ボタンを押してください。
※一度送信ボタンを押すと変更

できませんので、ご注意ください。

設問数 ：４問
所要時間：約１分
回答期限：10月11日（金）12:00〆URL :

https://www.famic.go.jp/famic1412/jasseminar
_questionar/1010/form.cgi

https://www.famic.go.jp/famic1412/jasseminar_questionar/1010/form.cgi
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